
令和８年度 東伊豆町有財産管理システム導入業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

  この要領は、町有財産の適正なマネジメントを行うに当たり、町有財産の土地等の

実態把握と情報化を図るために、既存の図面や台帳データ等を活用して町有財産台

帳システムの構築を行うことを目的として、本町が発注する東伊豆町有財産管理シ

ステム導入業務委託に係る契約の相手方となる事業者の選定に関し、公募型プロポ

ーザルの実施方法等必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 概要 

（１）業務名 

   令和８年度東伊豆町有財産管理システム導入業務委託（以下「本業務」という。） 

（２）業務内容 

   別添「東伊豆町有財産管理システム導入業務委託 特記仕様書」のとおり。 

（３）業務期間 

   契約締結日の翌日から令和９年３月２５日までとする。 

（４）提案上限額 

   ６，３５８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  ※なお、この額は事業内容の規模を示すものであり、予定価格を示すものでないこ

とに留意すること。 

（５）業者選定方法 

   公募型プロポーザル方式 

 

３ 参加資格要件 

  本業務に関する公募型プロポーザルに参加しようとする者（以下「参加者」とい

う。）は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であって、同条第２項の規定に基づく入札参加制限を地方公共団体から受け

ていない者であること。 

（２）東伊豆町における令和７・８年度指名競争入札参加資格認定を受けている者。 

（３）（２）において、資格認定を受けていない者で、以下の町が要求する資料を提出

し、当該プロポーザル方式に参加が認められた者。 

＜プロポーザル参加のための確認書類＞ 

  ア 法人登記簿謄本（履行事項全部証明書） 

  イ 納税証明書（直前１年分）（消費税（国税）、法人税（国税）） 

    ※ただし、静岡県内に本店・支店・営業所を有する者は上記に加え、法人事業

税及び法人県民税の納税証明書も提出すること。 

  ウ 財務諸表（直前２年分） 

  エ 営業経歴書（自社パンフレット等） 

  オ 誓約書 

  カ 委任状（支店、営業所等に委任する場合） 

  キ 営業に関して許可、認可及び登録が必要な場合、それを証明する書類 



（４）公告日から受託候補者と決定される日までの間、国又は地方公共団体から入札参

加停止措置を受けている期間中でない者。 

（５）会社更生法による更生手続開始の申立て又は民事再生法による再生手続の申立

てをした者でないこと。 

（６）令和３年度以降（完了引渡し済であるもの）に、国又は地方公共団体が発注した

本業務と類似する業務の実績を有する者。 

（７）納付すべき国税及び地方税に滞納がないこと。 

（８）暴力団又は暴力団員の統制の下にある法人等でないこと。 

 

４ スケジュール 

（１）実施要領等の公表 

  令和８年８月２４日（月） 

（２）質問書の受付期限 

  令和８年８月２４日（月）から令和８年８月２８日（金）午後５時まで 

（３）質問への回答公表 

  令和８年９月２日（水）までに公表 

（４）参加意向申出書等の提出期間 

  令和８年８月２４日（月）から令和８年９月３日（木）午後５時まで 

（５）参加資格確認結果の通知 

  令和８年９月８日（火）までに郵送にて通知 

（６）企画提案書等の提出期間 

  令和８年９月８日（火）から令和８年９月１５日（火）午後５時まで 

（７）プレゼンテーションの実施 

  令和８年９月２４日（木）を予定 

（８）選定結果の通知・結果公表 

  令和８年９月２８日（月）までに郵送にて通知 

（９）契約締結 

  令和８年９月３０日（水）までに締結 

 

５ 参加意向申出書等の提出 

（１）提出書類 

  ア プロポーザル方式参加意向申出書【様式第２号】 正本１部 

  イ 会社概要・業務実績書【別紙１】 正本１部 

（２）提出期限 

  令和８年８月２４日（月）から令和８年９月３日（木）午後５時まで 

（３）提出方法及び提出先 

  郵送（必着）又は東伊豆町総務課まで直接持参すること。 

  ※直接持参する場合は、平日開庁日の午前８時３０分から午後５時までに持参す

るものとする。 

 

６ 質問書の提出及び回答の公表 

本プロポーザルについて質問がある場合は、質問箇所について明示した上で、以下



のとおり提出すること。 

（１）質問受付期間 

  令和８年８月２４日（月）から令和８年８月２８日（金）午後５時まで 

（２）質問方法 

  質問事項は、質問書【別紙２】に記載の上、東伊豆町総務課まで電子メールにて提

出すること。なお、電子メール以外の電話等での質問については、一切対応しない

ものとする。 

   【Ｍ ail：soumu■town.higashiizu.lg.jp】 

    ※迷惑メール防止のために「＠」を置き換えています。 

  なお、電子メールの件名は『【企業名】東伊豆町有財産管理システム導入業務委託

公募型プロポーザルに関する質問』とする。 

（３）回答の公表 

  寄せられた質問を取りまとめの上、回答を作成し、令和８年９月２日（水）までに

東伊豆町ホームページ上で公表するものとする。その際、質問者の名前は伏せて公表

する。 

 

７ 企画提案書等の提出 

参加意向申出書等の確認の結果、有資格提案者として認められた者は、以下のとお

り提出すること。 

（１）企画提案書 

  ア 書式等 

    「東伊豆町有財産管理システム導入業務委託仕様書」に記載する全ての要件を

満たす内容であること。 

 また、書式は自由とするが、Ａ４版を基本とし、表紙を除き１０ページ以内で

ページ番号を付すること。それより大きいサイズの用紙を使用するときはＡ４版

のサイズに折り込むこと。 

  イ 提出部数 

    ８部 

  ウ その他 

   ・提出された書類は、返却しない。 

   ・企画提案書作成に要する費用は、参加者の負担とする。 

   ・再提出は、提出締切日以前に限る。 

（２）東伊豆町有財産管理システム機能要件一覧表 

  ア 内容 

   「東伊豆町有財産管理システム導入業務委託機能要件一覧表」について対応する

記号をチェック欄に記載すること。 

  イ 提出部数 

    ８部 

  ウ 提出書類のサイズはＡ３版し、片袖折とすること。 

（３）見積書及び内訳書(任意様式) 

  ア 記載金額 

    見積書については、データ更新・システム保守業務にかかる費用を除いた導入

mailto:soumu@town.higashiizu.lg.jp】


に要する費用の総額を記載すること。 

    なお、消費税及び地方消費税を除いた金額とし、経費の内訳を記載し、独自提

案の金額は含めないこと。 

    また、参考のために導入より５か年分のデータ更新・システム保守費用(年額

と合計額・税込み)の参考見積書についても別途提出すること。 

  イ 提出部数 

    １部 

（４）導入実績書 

  ア 内容 

    他の地方公共団体において本業務と同種の業務を受注している実績が分かる

パンフレットや資料等を添付すること。 

  イ 提出部数 

    １部 

（５）その他有用な資料（独自提案） 

業務の効率化に関する独自の提案があれば企画提案書に記載すること。 

なお、独自提案を導入する場合に費用を要する場合は、金額を記載すること。 

（６）提出期限 

  令和８年９月８日（火）から令和８年９月１５日（火）午後５時まで 

（７）提出方法 

  郵送（必着）又は東伊豆町総務課まで直接持参すること。 

  ※直接持参する場合は平日開庁日の８時３０分から午後５時までに持参するもの

とする。 

（８）書類作成時の留意事項 

  ア 企画提案書には、企画コンセプト、全体の構成案やデザイン案等の具体的な提

案を明記すること。また、図や表を用いることにより、提案の内容や展開を分か

りやすくすること。 

  イ 実施工程表には、受託者の作業や時期について確認できるよう記載すること。 

  ウ 実施体制表には、東伊豆町総務課との連絡調整の窓口となる予定の管理責任

者について明記すること。 

  エ 見積書には、会社名、代表者氏名を記載の上、押印すること。また、明細書を

添付すること。 

  オ 提出書類のサイズはＡ４版とする。資料の都合上、部分的にＡ３版とするとき

は、片袖折にして綴じ込むこと。 

（９）その他 

   有資格提案者として認められた者であっても、提出期限までに企画提案書等の

提出がない場合は、参加を辞退したものとみなす。 

 

８ 本審査（プレゼンテーション） 

（１）日程 

   令和８年９月２４日（木） 

  ※ 日程については、変更になる場合がある。 

  ※ 会場、実施時間等は、参加者へ電子メールで通知する。 



（２）実施方法 

  ア プレゼンテーションは、原則として本業務に携わる予定の者が実施すること。 

  イ プレゼンテーションの出席者は、４名以内とする。 

  ウ プレゼンテーションの時間配分は、準備・片付けの時間を除いて１社当たり３

５分以内（プレゼンテーション２０分、質疑応答１５分）を予定している。 

  エ プレゼンテーションに必要な機器及び費用等は、全て参加表明者が用意又は

負担するものとする（プロジェクター、スクリーン、実施会場、机及び椅子は本

町で用意する。）。 

（３）評価者 

   本町が設置するプロポーザル選定委員会における選定委員が評価者となる。 

（４）企画提案の評価 

   参加者の中からプロポーザル選定委員会において提案内容を総合評価し、最も

高い評価を得た者を受託候補事業者として選定する。選考の結果、最高得点者が２

者以上となった場合は、見積額の最も低い提案者を選定する。なお、見積額も同額

の場合は、選定委員による多数決で選定することとする。 

   なお、評価項目等は、次のとおりとする。 

プレゼンテーションの評価項目 

評価項目 評価基準 配点 

実施・サポート

体制 

進捗管理、要員の確保及び体制整備 

実施・サポート体制 
１０ 

技術力 ＧＩＳに特化した開発力、技術力等 １０ 

業務実績 導入実績 ５ 

機能性 システムの機能性 ２０ 

操作性 システムの操作性 １０ 

突合作業等 不一致データの突合作業等 ２０ 

自由提案 その他事項（独自提案等） ５ 

契約期間終了後

の対応 

契約期間終了後の対応 

システム導入後における費用の抑制 
１０ 

見積金額 参考見積額 １０ 

小 計 １００ 

 

（５）審査結果の通知 

   審査結果の通知は、参加者に対して令和８年９月２８日（月）までに文書で通知

するとともに、ホームページに受託候補事業者を掲載する。 

なお、審査結果に対する不服申立て及び電話等での問合せは、一切受け付けない。 

 

９ 失格要件 



  次のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

（１）参加資格要件を満たさないことが明らかとなった者 

（２）プロポーザル参加意向申出書の提出後、期限までに審査に必要な提出書類を提出

しなかった者 

（３）本プロポーザル実施公告日以後、選定委員に直接、間接を問わず連絡を求めた者 

（４）提出書類に虚偽の事項を記載した者 

（５）見積書の金額が提案上限額を超過した者 

（６）本件の関係者に対して故意に接触を図り、自社の有利を図る行為を行ったとき。 

（７）その他不正な行為があった者 

 

１０ 選定後の手続 

（１）審査により決定した受託候補者（以下「第一契約候補者」という）は、業務内容

や契約内容について委託者と協議し、協議が整い次第速やかに随意契約の手続を

行うものとする。 

（２）第一契約候補者が応募資格を満たさないことが判明した場合、失格事項に該当し

た場合又はその他の事由により契約締結が困難となった時は、選定結果の次点の

者と順次交渉するものとする。 

 

１１ その他 

（１）本業務に関するプロポーザルに要する費用は、全て参加者の負担とする。 

（２）業者決定後、事業の円滑かつ具体的な実施に向けて、提案内容の変更や新たな提

案を求める場合がある。 

（３）プロポーザル参加意向申出書受理後、やむを得ず参加を辞退する場合は、参加辞

退届（任意様式）を令和８年９月７日（月）までに必ず提出すること。 

（４）電子メール等の通信事故については、町はいかなる責任も負わない。 

（５）プロポーザルに係る企画提案は、１参加者につき１提案とする。 

（６）提出書類の著作権は参加者に帰属するが、当町がプロポーザルに関する報告又は

公表等のために必要な場合は、参加者の承諾を得ずに提出書類を無償で利用・複製

することができるものとする。 

（７）提出された企画提案書等は、東伊豆町情報公開条例（平成１３年東伊豆町条例第

１５号）に基づく開示請求の対象となる。ただし、提出した事業者に事前に許諾を

得るものとする。 

（８）本実施要領に規定されていない事項が発生したときは、公平性を考慮の上、適宜

本町が判断するものとする。 

 

１２ 問い合せ先 

 〒４１３－０４１１ 静岡県賀茂郡東伊豆町稲取３３５４番地 

 東伊豆町役場総務課 財政係 

 電 話 ０５５７－９５－６３０２（直通） 

 ＦＡＸ ０５５７－９５－０１２２ 

 Ｍ ail soumu■town.higashiizu.lg.jp 

    ※迷惑メール防止のために「＠」を置き換えています。 
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